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28.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

54.5 11.5 5.5

38.6 50.8 7.2 3.4

27.4 48.7 15.8 0.8 7.3

39.1 50.8 7.1 2.9

25.1 50.2 17.4 1.7 5.5

29.1 53.2 13.9 3.0

36.2 52.8 8.9 1.7

26.8 44.6 16.0 11.3

28.2 44.0 18.4 1.3 8.1

22.8 48.3 18.1 1.7 9.1

40.8

地球温暖化 

県民　n=251

事業所　n=276

■非常に関心がある　■関心がある　■あまり関心がない　■関心がない　■わからない 

NGO・NPO　n=20

オゾン層の破壊 

酸性雨 

森林の減少 

砂漠化 

野生生物の種の減少 

海洋汚染 

海面上昇 

廃棄物の国境を越えた移動 

開発途上国の環境問題 

沖縄県内の温暖化の影響 

地球温暖化 

オゾン層の破壊 

酸性雨 

森林の減少 

砂漠化 

野生生物の種の減少 

海洋汚染 

海面上昇 

廃棄物の国境を越えた移動 

開発途上国の環境問題 

沖縄県内の温暖化の影響 

地球温暖化 

オゾン層の破壊 

酸性雨 

森林の減少 

砂漠化 

野生生物の種の減少 

海洋汚染 

海面上昇 

廃棄物の国境を越えた移動 

開発途上国の環境問題 

沖縄県内の温暖化の影響 

46.4 8.6 1.33.0

24.9 62.1 6.9 5.70.4

33.7 60.2 4.2 1.9

18.3 62.6 14.1 4.60.4

29.7 59.3 9.5 1.5

19.0 59.7 14.4 6.8

25.4 56.4 14.4 3.4

29.7 61.2 6.5 2.3

17.0 54.9 18.2 0.8 9.1

25.2. 57.6 12.6 4.6

18.5 61.9 14.2 0.8 4.6

37.6 54.5 4.9 3.0

47.1 35.3 5.9 11.8

47.1 35.3 5.9 11.8

41.2 35.3 5.95.9 11.8

61.1 16.7 5.6 5.6 11.1

17.6 52.9 11.8 17.6

58.8 17.6 11.8 11.8

33.3 44.4 11.1 11.1

17.6 52.9 5.9 23.5

41.2 47.1 5.9 5.9

41.2 29.4 23.5 5.9

58.8 17.6 17.6 5.9
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県民　n=251 事業所　n=271

■風力発電や太陽光発電などの電源構成への転換 
■家電製品等のエネルギー消費効率の改善 
■運輸交通体系の改善 
■ライフスタイルの見直し 
■森林整備や都市緑化の推進 
■革新的な環境・エネルギー技術の研究開発 
■環境教育・学習の充実、環境情報の提供、広報の強化 
■炭素税などの経済的措置の導入 
■排出権取引や共同実施、クリーン開発メカニズムなど 
■行政・事業者・県民による温暖化防止の進行管理 
■その他 

NGO・NPO　n=20

66.4
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33.3

16.7
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5.6
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県民　n=251 事業所　n=266

■広報誌、パンフレットなどによる普及啓発の充実 
■環境教育・学習の充実 
■地球環境保全のために活動している市民団体への支援 
■環境情報の提供や県民相互の交流の場となる拠点施設の整備 
■ごみの減量化・リサイクルの推進 
■森林、サンゴ礁の保全整備、都市公園の整備等緑化の推進 
■温室効果ガス排出に対する法や条例による規制 
■地球環境に関する調査研究、観測監視態勢の整備充実 
■新エネルギー設備等の導入に対する補助金制度の確立 
■開発途上国に対する国際協力の推進 
■その他 

NGO・NPO　n=20

27.1

48.1

0 10 20 30 40 50 60 70

15.9

8.9

67.1

46.5

17.1

8.5
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16.9
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36.8

5.3

36.8

68.4

10.5

36.8

5.3
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■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない 

0

省エネルギー型の家電製品の購入 

白熱灯より蛍光灯の購入 

詰替用容器を用いた製品の購入 

古紙使用のトイレットぺ－バーの購入 

生ゴミのコンポスト（たい肥）化機器の購入 

低公害車、低燃費車の購入 

不必要な照明、テレビ、ラジオは消す 

エアコン、扇風機、こたつの使用時間、温度に配慮 

掃除機、エアコンのフィルターの清掃 

テレビ、ラジオを付けっぱなしにしない 

待機電力を消費する製品の主電源オフ、プラグオフ 

冷蔵庫にものを詰めすぎない、無駄に開けない 

洗濯はまとめ洗いをする 

シャワーの使用回数を減らし使用時間を短縮 

給湯機の口火をこまめに消す 

ガスコンロの炎が鍋底からはみ出ないようにする 

ガス冷房機具の使用時間、設定温度に配慮する 

電気温水器の設定温度に配慮する 

買い物袋を持参する 

ガラスびんやアルミ缶は分別して回収に出す 

生ゴミは、たい肥化して肥料として使う 

不用品をフリーマーケット等でリサイクルしている 

近隣の用事は徒歩か自転車で行く 

可能な限り公共交通機関を利用 

停車中はこまめにエンジンを切る 

タイヤの空気圧などの点検整備をする 

パークアンドライドの実施 

31.7 35.8 28.0 3.2

47.5 35.4 9.0 2.2 5.8

45.1 38.1 11.2 1.4 4.2

42.1 31.9 15.3 3.2 7.4

10.2 5.1 42.6 28.7 13.4

16.7 13.4 50.9 8.8 10.2

53.9 40.9 5.2

47.3 39.5 11.4 1.4

37.8 45.6 15.7 0.9

53.6 36.9 8.6 0.9

30.1 32.4 28.8 8.2 0.5

27.9 50.7 18.3 1.8 1.4

48.9 39.7 7.3 2.3 1.8

27.7 42.3 18.2 10.5 1.4

46.1 31.4 15.7 2.5 4.4

42.6 36.1 16.2 4.2

37.0 30.2 15.9 0.5 16.4

29.8 27.5 19.1 1.1 22.5

7.0 17.0 48.3 20.9 7.0

83.9 10.7 5.0

18.3 12.2 32.6 23.5 13.5

13.9 33.9 35.2 8.3 8.7

27.4 28.8 32.0 9.1 2.7

5.7 13.7 28.4 43.6 8.5

35.9 23.4 20.6 15.3 4.8

33.6 41.2 20.9 1.9

3.5 6.5 22.6 41.2 26.1

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
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■削減できない　■5%未満　■5～10%未満　■10～20%未満　■20%以上 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

66.7 20.0 6.7 2.7 4.0

36.2 34.5 19.0 8.6 1.7

37.8 40.0 11.1 5.6 5.6

47.5 20.0 22.5 7.5 2.5

通勤・業務、通学 

買い物 

レジャー 

その他 
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41.7%

■収益性を最優先する 
■収益が悪化しない範囲で地球環境保全に勤める 
■収益が多少悪化しても、地球環境保全に取り組む 
■コストの削減につながるので、積極的に取り組む 
■わからない 

4.1%

43.1%

8.3%

2.8%

n=218

26.2%

■事業所として設けている 
■会社として設けている 
■今後設ける予定である 
■設ける予定はない 
■わからない 

20.6%

41.6%

8.4%

3.3%

n=214
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■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

13.4 31.0 39.0 5.0 11.2OA機器等は省エネルギー型を購入 

34.2 29.1 29.1 3.5 4.0コピー用紙は再生紙を使用 

37.7 32.2 21.1 4.0 5.0古紙使用のトイレットぺ－バーを購入 

7.3 13.0 54.2 9.4 16.1低公害車、低燃費車の購入 

34.9 38.4 15.2 9.4 3.0昼休みの照明オフ 

34.1 49.8 13.7 1.4 0.9冷暖房の時間短縮、設定温度の配慮 

30.5 35.0 26.4 5.6 2.5パソコン、コピー機等の待機電力のオフ 

2.12.6 41.8 27.8 25.8自然エネルギーの利用 

9.9 20.8 40.1 13.5 15.6建物・作業所の断熱化 

17.3 17.8 30.7 22.3 11.9雨水、一時使用水の再利用 

27.9 44.6 22.5 2.5 2.5コピー用紙使用量の減少（両面コピー等） 

25.4 39.7 21.5 8.6 4.8使い捨て製品の不使用 

13.5 45.9 30.4 3.4 6.8包装梱包の削減、再利用の促進 

40.8 34.7 17.8 1.9 4.7紙、びん、缶の分別回収 

6.8 9.9 16.1 57.3 9.9従業員の自動車通勤を自粛 

11.3 35.8 32.8 13.7 6.4近隣の用事は徒歩か自転車で行く 

29.5 28.6 24.8 10.5 6.7停車中はこまめにエンジンを切る 

31.3 46.6 18.8 1.4 1.9タイヤの空気圧など点検整備を心掛ける 

2.6 6.8 33.7 18.4 38.4省エネ輸配送システムを導入する 

10.1 8.4 24.0 19.0 38.5配送を外部委託する 

1.6 2.7 18.7 45.5 38.5パークアンドライドの実施 

33.5 40.0 20.0 3.3 3.3事業所内や周辺の緑化促進 

4.6 10.7 42.6 22.8 19.3環境保全に関する従業員研修の実施 

21.3 31.9 30.9 7.7 8.2公園、道路の清掃等地域活動の参加 

2.4 28.9 31.3 37.3コージェネレーションを導入し熱効率の向上 
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■非常に密接に協調している　■密接に協調している　■協調している 
■あまり協調していない　　　■関連は全くない　　　■わからない 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

10.5 15.6 63.2 5.8 5.3県民との協調の状況 

5.3 15.8 52.6 10.6 10.5 5.3企業との協調の状況 

5.35.310.542.126.310.5行政との協調の状況 

42.1%

■現在、活動を通じて地球温暖化防止に取り組んでいる。 
■今後、活動を通じ地球温暖化防止に取り組んでいきたい。 
■地球温暖化防止については活動範囲外であり、今後対応する予定はない。 
■わからない 

10.5%

31.6%

15.8%

n=19
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58.3%

■深刻な影響がでる 
■影響は少ない 
■影響はわからない 
■進まない 
■わからない 

4.2%

31.3%

6.3%

n=48

■非常に関心がある　■関心がある　■あまり関心がない　■関心がない　　　■わからない 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

18.8 62.5 14.6 4.2温暖化 

12.5 41.7 31.3 4.2 10.4酸性雨 

20.4 65.3 10.2 4.1オゾン層の破壊 

34.7 51.0 6.1 4.1 4.1サンゴの白化 

12.5 54.2 22.9 4.2 6.3大気汚染 

27.1 58.3 10.4 4.2赤土問題 

29.2 54.2 8.3 2.1 6.3水質汚濁 

63.3 32.7 2.0 2.0リサイクル問題 

25.0 41.7 16.7 2.1 14.6米軍基地に起因する公害 
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12.0%
■地球環境の保全を最優先にする 
■地域の振興を多少犠牲にしても、地球環境の保全を優先させる 
■地球環境を多少損なっても、地域の振興を最優先させる 
■地域の振興を最優先する 
■わからない 

16.0%

6.0%

42.0%

24.0%

n=50

■既に調査した　■現在調査中　■調査予定有り　■調査予定無し 

100 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2.0 16.3 81.6環境基礎調査 

4.1 2.0 20.4 73.5環境基本計画、ローカルアジェンダ等 

2.1 8.3 89.6地球温暖化防止実行計画 
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■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない・関係ない 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
56.3 25.0 14.5 4.2冷暖房の時間短縮、設定温度の配慮 

69.4 28.6 2.0昼休みの照明オフ 

16.7 47.9 27.1 2.1 6.3パソコン、コピー機等の待機電力のオフ 

4.1 20.4 57.1 10.2 8.2OA機器等は省エネルギー型を購入 

4.3 29.8 38.3 27.7公共交通機関の積極的利用 

29.8 55.5 14.9ノーカーデー、ノーマイカーデーの励行 

2.1 10.6 61.7 12.8 12.8公用車に低公害車、低燃費車の導入 

12.8 44.7 27.7 4.3 10.6停車中はこまめにエンジンを切る 

18.4 55.1 22.4 4.1コピー用紙使用量の減少（両面コピー） 

4.2 43.8 43.8 4.2 4.2使い捨て製品を控え環境に配慮した製品の購入 

26.5 53.1 18.4 2.0分別リサイクルの徹底 

17.0 46.8 6.4 29.8公共事業における熱帯材の使用削減 

24.5 49.0 16.3 2.0 8.2庁舎敷地内及び周辺の緑化促進 

8.5 48.9 29.8 12.8各講習会等の積極的参加 

4.3%

■すでに認証取得している 
■重要性を認識し、認証取得のための手続き中である 
■情報は入手しているが、まだ対応していない 
■認証取得するつもりはないが、ISO14004やISO14031による環境配慮活動を行う 
■他に優先性の高い業務があり、ISO14000シリーズへの対応は考えていない 
■当市町村には関係がないと考えている 
■わからない 

2.1%

10.6%

44.7%

38.3%

n=47
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■行政による規制または指導 
■行政による補助金による援助 
■企業による工場などでの対策及び技術開発 
■ボランティア団体や環境NGOによる活動 
■日常生活における県民一人ひとりの行動 
■特にあらたまった行動をとる必要はない 
■わからない 

59.6

17.0

n=47

0 10 20 30 40 50 60 70

61.7

4.3

44.7

2.1
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■実行している　■ある程度実行している　■今後実行したい　■実行する予定はない　■わからない・関係ない 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

10.2 36.7 40.8 2.0 10.2公共施設の断熱化 

2.14.3 63.8 17.0 12.8公共施設における自然エネルギーの活用 

2.1 33.3 45.8 18.8環境保全目標を進行管理する制度の導入 

2.1 17.0 40.4 40.4パークアンドライドの導入 

2.04.1 53.1 24.5 16.3ごみ焼却熱の有効利用等未利用エネルギーの活用 

40.4 42.6 17.0ノーカーデー、ノーマイカーデーの推進 

30.6 44.9 20.4 4.1ごみ減量化・再資源化対策の推進 

4.2 22.9 43.8 20.8 8.3代替フロン類の回収、または回収への協力 

2.1 6.3 56.3 18.8 16.7事業者等の省エネ等に関する相談・誘導 

31.3 43.8 25.0省エネ・省資源活動の表彰制度 

8.3 52.1 25.0 14.6環境保全活動の拠点整備、ネットワークの構築 

2.1 4.2 33.3 41.7 18.38民間の環境保全活動に対する財政措置 

8.3 16.7 39.6 25.0 10.4地球環境保全にかかわる普及啓発・イベントの開催 

8.2 20.4 57.1 6.1 8.2環境教育の推進・環境学習の場の整備 

6.3 60.4 20.8 12.5環境情報システムの構築、情報の提供 

6.3 10.4 56.3 14.6 12.5環境教育や実践活動のためのリーダー育成 

12.2 28.6 28.6 18.4 12.2森林の総合管理、緑化活動の推進・支援 

2.12.1 25.0 43.6 27.1地球環境保全に係わる国際協力（研修生の受入等） 
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■地球温暖化に関する情報提供 
■県における削減目標の設定と行動計画の策定 
■市町村ごとの問題点の指摘及び改善指導 
■広域的連携のための制度・システムづくり 
■資源リサイクルを推進するためのシステム整備 
■ISO14001取得の率先実行、市町村が取得するための支援 
■環境教育、普及啓発のための資機材の整備 
■研修会やセミナーの開催、情報交換の場の提供 
■その他 

n=48

0 10 20 30 40 50

47.9

37.5

43.8

31.3

50.0

8.3

18.8

33.3

4.2
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エネルギー転換部門 

産　業　部　門 

運　輸　部　門 

民　生　部　門 

エ　ネ　ル　ギ　ー 

消　　費　　量 

廃　　棄　　物 廃 棄 物 焼 却 量  

石灰石等消費量 工業プロセス 

二

酸

化

炭

素

排

出

 

既 存 資 料  排 出 係 数  

× 

 

× 

× 

× 

× 

× 

 

× 

× 

＝ 全 国 排 出 量  全 国 比  地 域 排 出 量  

メ
タ
ン
・
一
酸
化
二
窒
素 

エネルギー 
工業プロセス 
有機溶剤等の使用 
農業 
土地利用変化・森林 
廃棄物 

自動車保有台数等 
製造品出荷額等 
病床数 
水稲収穫量等 
林野面積 
埋立量・焼却量等 

代替フロン等（社会ストック） 

腸内発酵・ふん尿処理 家　畜　頭　数 

世　帯　数　等 

そ
の
他
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量 

既存資料 排出係数 
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温室効果ガス排出  ガ ス 別 の 温 暖 化 係 数  t-CO2× 

1 

21 

310 

11,700 

650 

150 

2,800 

1,000 

1,300 

300 

3,800 

140 

2,900 

6,300 

560 

1,300 

6,500 

9,200 

7,000 

7,000 

8,700 

7,500 

7,400 

23,900

二酸化炭素 

メタン 

一酸化二窒素 

トリフルオロメタン（HFC-23） 

ジフルオロメタン（HFC-32） 

フルオロメタン（HFC-41） 

１・１・１・２・２－ペンタフルオロエタン（HFC-125） 

１・１・２・２－テトラフルオロエタン（HFC-134） 

１・１・１・２－テトラフルオロエタン（HFC-134a） 

１・１・２トリフルオロエタン（HFC-143） 

１・１・１トリフルオロエタン（HFC-143a） 

１・１－ジフルオロエタン（HFC-152a） 

１・１・１・２・３・３・３－ヘプタフルオロプロパン（HFC-227ea） 

１・１・１・３・３・３－ヘキサフルオロプロパン（HFC-236fa） 

１・１・２・２・３－ペンタフルオロプロパン（HFC-245ca） 

１・１・１・２・３・４・４・５・５・５－デカフルオロペンタン（HFC-43-10mee） 

パーフルオロメタン（PFC-14） 

パーフルオロエタン（PFC-116） 

パーフルオロプロパン（PFC-218） 

パーフルオロブタン（PFC-31-10） 

パーフルオロシクロブタン（PFC-c318） 

パーフルオロペンタン（PFC-41-12） 

パーフルオロヘキサン（PFC-51-14） 

六ふっ化硫黄 

 

温室効果ガス 地球温暖化係数 
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■SF6 
■PFC 
■HFC 
■N2O 
■CH4 
■CO2

基準年度 

9,768

14,000
千t-CO2

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
2000年度 

12,840

温室効果ガス 基準年度 2000年度 伸び（倍） 

二酸化炭素（CO2） 

メタン（CH4） 

一酸化二窒素（N2O） 

ハイドロフルオロカーボン（HFC） 

パーフルオロカーボン（PFC） 

六ふっ化硫黄（SF6） 

合　　　　　計 

9,128 
（93.4％） 

117 
（1.8％） 
353 

（3.6％） 
31 

（0.3％） 
0 

（0.0％） 
79 

（0.8％） 

9,768

12,143 
（94.6％） 

237 
（1.8％） 
379 

（3.0％） 
60 

（0.5％） 
0 

（0.0％） 
22 

（0.2％） 

12,840

1.330 

1.339 

1.074 

1.935 

0.000 

0.278 

1.314

単位：千t－CO2
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二酸化炭素 
94.6%

二酸化炭素 
92.9%

SF6 
0.4%

PFC 
0.9%

HFC 
1.4%一酸化二窒素 

2.8%
メタン 
1.7%

12.84 
百万t-CO2 

沖縄県 

1,332 
百万t-CO2 

全国 

SF6 
0.2%

PFC 
0.0%

HFC 
0.5%一酸化二窒素 

2.9%
メタン 
1.8%

■沖縄県 
■全国 

7.87

9.94

12.00
単位：t-CO2/年 

10.00

8.00

6.00

4.00

2.00

0.00

9.62
10.54

基準年度 2000年度 
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■廃棄物 
■工業プロセス 
■業務系 
■家庭系 
■運輸部門 
■産業部門 
■エネルギー転換 

14,000
千t-CO2

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
1990年度 

9,128

2000年度 

12,143

廃棄物 

工業プロセス 

業務系 

家庭系 

運輸部門 

産業部門 

エネルギー転換 

合　　計 

1990年度 

90 

290 

2,171 

1,944 

2,530 

1,769 

335 

9,128

2000年度 

142 

297 

2,923 

2,613 

3,602 

2,040 

526 

12,143

伸び（倍） 

1.578 

1.024 

1.346 

1.344 

1.424 

1.153 

1.570 

1.330

単位：千t-CO2
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12.14 
百万t-CO2 

沖縄県 

1,237 
百万t-CO2 

全国 

エネルギー転換 
7.0%

産業部門 
40.0%

運輸部門 
20.7%

運輸部門 
29.7%

民生家庭系 
13.4%

民生家庭系 
21.5%

民生業務系 
12.3%民生業務系 

24.1%

工業プロセス 
4.3%

廃棄物 
1.9%

その他 
0.4%

廃棄物 
1.2%

工業プロセス 
2.4%

エネルギー転換 
4.3%

産業部門 
16.8%

部門　2000年度排出量の伸び（1990年度比） 
■産業部門　490百万t→495百万t（0.9％増） 
■運輸部門　212百万t→256百万t（20.6％増） 
■民生（家庭）138百万t→166百万t（20.4％増）　 
■民生（業務）124百t→152百万t（22.2％増） 
■エネルギー転換　77百万t→86百万t（11.4％増） 
■工業プロセス　57百万t→53百万t（6.1％減） 
■廃棄物（プラスチック、廃油の焼却） 
　　　　　15百万t→24百万t（57.5％増） 

19
90

500

単位：百万トンCO2

400

300

200

100

0

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00
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1.567 
47.879 
1.572 
1.049 
1.252 
0.742 
0.924 
1.191 
1.153 
4.966 
1.377 
1.318 
0.976 
0.849 
1.218 
2.807 
1.473 
1.355 
1.424 
1.433 
1.138 
1.121 
0.771 
1.344 
1.408 
1.551 
1.563 
0.895 
0.506 
0.657 
1.346 
1.345 
1.024 
1.548 
1.548 
1.731 
1.770 
1.579 
1.330

524,295 
1,580 

525,875 
160,858 
108,120 
25,512 
117,191 
1,628,704 
2,040,385 
197,764 
1,239,275 
7,472 

103,137 
35,560 
681,485 
262,644 
162,320 
912,455 
3,602,112 
2,243,608 
23,126 
222,718 
123,328 
2,612,781 
2,711,322 
25,541 
67,043 
11,016 
21,586 
86,037 

2,922,545 
5,535,326 
296,930 
70,340 
46,893 
17,980 
6,760 

141,973 
12,142,601

334,538 
33 

334,571 
153,336 
86,344 
34,395 
126,892 
1,367,984 
1,768,951 
39,827 
899,943 
5,671 

105,683 
41,877 
559,388 
93,554 
110,195 
673,582 
2,529,720 
1,565,370 
20,323 
198,756 
159,881 
1,944,330 
1,925,314 
16,466 
42,885 
12,312 
42,670 
131,049 
2,170,696 
4,115,026 
289,949 
45,433 
30,289 
10,385 
3,819 
89,926 

9,128,143

 
 
 
農林業 
水産業 
 
 
 
 
軽乗用 
乗用車（自家用） 
乗用車（営業用） 
乗用車（LPG） 
バス 
貨物車 
旅客 
貨物 
 
 
電気 
都市ガス 
プロパンガス 
灯油 
 
電気 
都市ガス 
プロパンガス 
石炭コークス 
灯油 
重油類 
 
 
 
家庭系ごみ 
事業系ごみ 
廃油 
廃プラ 
 
二酸化炭素計 

電気事業者 
ガス事業者 
　部門計 

農林水産業 
 
鉱業 
建設業 
製造業 
　部門計 
 
 

自動車
 

 
 
 

国内船舶
 

 
国内航空 
　部門計 
 

家庭系
 

 
 
　小計 
 
 
業務系 
 
 
 
　小計 
　部門計 
セメント製造 

一般廃棄物
 

 

産業廃棄物
 

 
小計 

エネルギー 
転換部門 
 
 
 
産業部門 
 
 
 
 
 
 
 
運輸部門 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
民生部門

 
 
 
 
 
 
 
 
工業プロセス 

 

廃棄物 

部　門 区　分 細　目 排出量（t-CO2） 伸び（倍） 
1990年度 2000年度 2000年度　　 

／1990年度 



第
５
章 

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
実
態 

地　域 

 

沖縄県 

 

全　国 

電力消費量、排出係数、排出量 

電力消費量　（百万kWh） 

　排出係数　（kg－CO2/kWh） 

　排出量　　（千t－CO2） 

電力消費量　（百万kWh） 

　排出係数　（kg－CO2/kWh） 

　排出量　　（千t－CO2） 

1990年度 

4,725.0 

0.870 

4,111.0

2000年度 伸び（倍） 

6,625.7 

0.860 

5,698.0

658,933.0 

0.424 

279,388.0

837,923.4 

0.378 

316,735.0

1.402 

0.989 

1.386

1.272 

0.892 

1.134

■水力 
■火力 
■原子力 
■新エネルギー 

99.40.5 0.00.1

55.79.7

20% 40% 60% 80% 100%0%

沖縄県 

全国 34.4 0.2
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2,040 
千t-CO2

1,629 
千t-CO2

製造業 
79.8%

建設業 
5.7%

鉱業 
1.3%農林水産業 

10.4%

石油・石炭 
製品 
38.2%

窯業・土石 
33.5%

食料品 
8.9%

鉄鋼業 
8.2%

主要4業種 
以外 
11.1%

1990年度 

2,000

（千t－CO2） 

■主要4業種以外 
■鉄鋼業 
■食料品 
■窯業・土石 
■石油・石炭製品 

1,500

1,000

0

500

2000年度 

石油・石炭製品 

窯業・土石 

食料品 

鉄鋼業 

主要４業種以外 

合　　計 

1990年度 

522.6 

430.1 

114.9 

137.1 

163.3 

1,368.0

2000年度 

622.8 

545.1 

145.7 

133.5 

181.5 

1,628.7

伸び（倍） 

1.192 

1.267 

1.268 

0.974 

1.111 

1.191

単位：千t-CO2
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3,602 
千t-CO2

2,265 
千t-CO2

自動車 
62.9%

国内船舶 
11.8%

国内航空 
25.3%

乗用車 
59.6%

普通貨物車 
14.6%

小型貨物車 
8.4%

軽貨物車 
7.1%

軽乗用 
8.7%

バス 
1.6%

1990年度 

2,000

2,500

（千t－CO2） 

■バス 
■軽乗用車 
■軽貨物車 
■小型貨物車 
■普通貨物車 
■乗用車 

1,500

1,000

0

500

2000年度 

乗用車 

普通貨物車 

小型貨物車 

軽貨物車 

軽乗用車 

バ　ス 

合　計 

1,011.3 

252.4 

191.6 

115.5 

39.8 

41.9 

1,652.4

1,349.9 

331.6 

189.3 

160.6 

197.8 

35.6 

2,264.7

1.335 

1.314 

0.988 

1.390 

4.970 

0.850 

1.371

1990年度 車　種 2000年度 伸び（倍） 

単位：千t-CO2
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2,613 
千t-CO2

電気 
85.9%

プロパンガス 
8.5%

都市ガス 
0.9%

灯油 
4.7%

■都市ガス 
■プロパンガス 
■石油・石炭類 
■電気 

1990年度 2000年度 

2,000

3,000
千ｔ-CO2

1,000

0

電　　気 

プロパンガス 

灯　　油 

都市ガス 

合　　計 

1990年度 

1,565.4 

198.8 

159.9 

20.3 

1,944.3

2000年度 

2,243.6 

222.7 

123.3 

23.1 

2,612.8

伸び（倍） 

1.433 

1.120 

0.771 

1.138 

1.344

単位：千t-CO2
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エアコン 

529,491

800,000
（t-CO2） 

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0
冷蔵庫 

376,926

照明 

347,759

テレビ 

210,899

衣類乾燥機 

58,334

その他 

720,198

100

80

60

40

20

0

（％） 

1970 1973 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000

電気洗濯機 
電気冷蔵庫 
カラーテレビ 
乗用車 

ルームエアコン 
電子レンジ 
VTR

ワープロ 
ビデオカメラ 
パソコン 

温水洗浄便座 
CDプレーヤー 
電気カーペット 
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2,923 
千t-CO2

電気 
92.8%

石炭コークス 
0.4%

プロパンガス 
2.8%

都市ガス 
0.9%

重油 
2.9%

灯油 
0.7%

電　気 

石油・石炭類 

プロパンガス 

都市ガス 

合計 

1990年度 

1,925.3 

186.0 

42.9 

16.5 

2,170.7

2000年度 

2,711.3 

118.6 

67.0 

25.5 

2,922.5

伸び（倍） 

1.408 

0.638 

1.562 

1.545 

1.346

単位：千t-CO2

電　気 

石油・石炭類 

プロパンガス 

都市ガス 

合計 

1990年度 

1,925.3 

186.0 

42.9 

16.5 

2,170.7

2000年度 

2,711.3 

118.6 

67.0 

25.5 

2,922.5

伸び（倍） 

1.408 

0.638 

1.562 

1.545 

1.346

単位：千t-CO2
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農業 
63.0%

農業 
62.8%

廃棄物 
33.7% 廃棄物 

28.7%

その他 
3.3%

その他 
8.5%

237 
千t-CO2 
沖縄県 

22,000 
千t-CO2 
全国 

12.84 
百万t-CO2

二酸化炭素 
94.6%

SF6 0.2%
PFC 0.0%

一酸化二窒素 2.9%

メタン 1.8%

HFC 0.5%

■その他 
■廃棄物 
■農　業 

1990年度 2000年度 

250

200

150

100

50

0

t-CO2

農業 

廃棄物 

その他 

合計 

1990年度 

92,002 

78,288 

6,426 

176,716

2000年度 

149,674 

79,968 

7,770 

237,412

伸び（倍） 

1.627  

1.021  

1.209  

1.343 

単位：t-CO2
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農業 
60.6%

農業 
52.1%

廃棄物 
10.4%

廃棄物 
11.2%

麻酔 
0.9%

麻酔 
1.1%

燃料の燃焼 
24.4%

燃料の燃焼 
27.9%

工業プロセス 
0.0%

工業プロセス 
11.4%

379 
千t-CO2 
沖縄県 

36,900 
千t-CO2 
全国 

12.84 
百万t-CO2

二酸化炭素 
94.6%

SF6 0.2%
PFC 0.0%

メタン 1.8%

HFC 0.5%
一酸化二窒素 2.9%

■麻　酔 
■廃棄物 
■燃料の燃焼 
■農　業 

1990年度 2000年度 

250

300

350

400

200

150

100

50

0

t-CO2

農業 

燃料の燃焼 

廃棄物 

麻酔 

工業プロセス 

合計 

1990年度 

271,226 

64,790 

13,640 

3,100 

0 

352,756

2000年度 

229,612 

105,710 

39,370 

4,030 

0 

378,722

伸び（倍） 

0.847 

1.632 

2.886 

1.300 

－　 

1.074

単位：t-CO2
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82 
千t-CO2 
沖縄県 

HFC 

60 
千t-CO2

SF6 
16.1%

SF6 
27.0%

PFC 
32.4%

PFC 
0.0%

エアゾ－ル用 
49.5%

その他 
12.1%

カーエアコン 
38.4%

HFC 
51.5%

HFC 
73.0%

35,500 
千t-CO2 
全国 

■SF6 
■PFC 
■HFC

1995年度 2000年度 

120

100

80

60

40

20

0

（千t-CO2） 

HFC 

PFC 

SF6 

合計 

1995年度 

31,219 

0 

79,109 

110,328

2000年度 

59,533 

0 

21,988 

81,521

伸び（倍） 

1.907 

－　 

0.278 

0.739

単位：t-CO2
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14

12

10

8

6

4

2

0

百万t-CO2

1972 1974 1976 1978 1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000

■代替フロン 
■N2O 
■CH4 
■CO2
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年　度 CO2 CH4 N2O 代替フロン 総排出量 
前年度 

伸び（倍） 
1972 
1973 
1974 
1975 
1976 
1977 
1978 
1979 
1980 
1981 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 

基準年（注） 

1990 
1991 
1992 
1993 
1994 
1995 
1996 
1997 
1998 
1999 
2000

2,204,740 
4,611,756 
4,901,102 
5,469,990 
5,399,424 
5,777,089 
6,089,266 
6,208,206 
6,615,418 
6,416,565 
6,594,128 
7,064,252 
7,332,606 
7,555,569 
7,583,188 
7,202,435 
7,610,970 
8,224,487 
9,128,143 
9,128,143 
9,678,776 
9,981,764 
10,573,749 
10,571,678 
10,528,910 
10,815,989 
11,094,571 
12,136,066 
12,203,731 
12,142,601

164,283 
181,167 
124,110 
167,958 
174,489 
195,594 
187,719 
181,209 
183,288 
210,819 
190,596 
176,169 
170,856 
164,913 
167,643 
175,833 
187,551 
195,888 
176,716 
176,716 
228,942 
253,575 
271,152 
285,768 
286,902 
299,082 
297,948 
290,577 
307,976 
237,412

74,090 
118,420 
106,950 
106,640 
121,830 
130,510 
136,400 
148,800 
135,470 
135,780 
142,910 
145,080 
156,240 
167,710 
169,260 
171,120 
170,500 
174,530 
352,758 
352,758 
176,390 
176,080 
180,730 
176,390 
179,490 
181,040 
180,110 
186,930 
189,466 
378,722

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

110,328 
 
 
 
 
 

110,328 
105,295 
116,484 
132,576 
155,952 
81,521

2,443,113 
4,911,343 
5,132,162 
5,744,588 
5,695,743 
6,103,193 
6,413,385 
6,538,215 
6,934,176 
6,763,164 
6,927,634 
7,385,501 
7,659,702 
7,888,192 
7,920,091 
7,549,388 
7,969,021 
8,594,905 
9,767,945 
9,657,617 
10,084,108 
10,411,419 
11,025,631 
11,033,836 
11,105,630 
11,401,406 
11,689,113 
12,746,149 
12,857,125 
12,840,256

－　 
－　 
1.045 
1.119 
0.991 
1.072 
1.051 
1.019 
1.061 
0.975 
1.024 
1.066 
1.037 
1.030 
1.004 
0.953 
1.056 
1.079 
－　 
1.124 
1.044 
1.032 
1.059 
1.001 
1.007 
1.027 
1.025 
1.090 
1.009 
0.999

（注）京都議定書の規定による基準年 




